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 第６章は結論であり、本論文で得られた成果について要約している。  
（続紙 ２ ） 
 
氏 名 川 西 智 浩 
兵庫県南部地震において中柱のせん断破壊により開削トンネルが崩落した後、緊急耐震補強とし
て開削トンネルの中柱のせん断補強が進められた。一方、中柱・中壁以外の部材については、開削
トンネルが不静定構造物であることから、それらの部材が損傷した場合にトンネル全体系が破壊す
るかどうか明確でなく、耐震対策も進んでいない。本研究はこのような背景を踏まえ、開削トンネ
ルにおける部材の破壊進展と構造物の不静定性を考慮して開削トンネルの耐震性能を合理的に評価
するとともに、開削トンネルの構造的特徴を踏まえた対策法を提案することを目的として実施した
ものである。本研究で行った事および得られた成果は以下の通りである。 
１．トンネルの縮小模型を用いた載荷実験を行うとともに、梁ばねモデルを用いた載荷実験のシミ
ュレーションを行い、中壁がせん断破壊するとトンネル全体系の抵抗力の低下が大きく、トンネル
全体として大きな破壊につながる恐れがある一方、側壁がせん断破壊するケースについては、中壁
が大きく損傷しなければ一定の抵抗力を維持できる可能性があることを示した。また、開削トンネ
ル部材がせん断破壊する場合のトンネル全体系の抵抗力低下量を把握する方法を示した。  
２．トンネル構成部材が損傷を受けた場合の応力再配分について解析的検討を行い、特に左右側壁
が損傷する場合には主に中壁の部材力が増加することから、中壁の耐力を増大させる、あるいは中
柱の変形性能を伸ばすように耐震設計を実施する、あるいは耐震対策をしておくことで、さらなる
被害拡大の防止を図ることができることがわかった。 
３．地盤－構造物一体型モデルの解析法の検討として応答震度法を取り上げ、地盤の非線形性や加
速度の設定方法がトンネルの応答に及ぼす影響について解析的検討を実施した。その結果、応答震
度法において地盤を非線形として取り扱い、動的解析における着目時刻の加速度をそのまま用いた
場合には、トンネルの応答が過小評価となる危険性がある一方、最大せん断応力から換算した加速
度を用いることにより、地盤を非線形とした応答震度法でも、動的解析の着目時刻における応答を
概ね再現することができることを示した。 
４．開削トンネルの耐震対策法として、(1)トンネルにおける鉄筋の付着を切った新しい構造形式、
および(2) 隅角部付近の地盤剛性を低下させる構造形式の２つを提案し、その効果を検証した。(1)
については、特に地盤に比べてトンネルが大きく変形するケースにおいて、鉄筋の付着強度を弱め
ることでトンネルの変形が頭打ちになり、大きく曲げ損傷する部材の損傷が抑制されるとともに、
せん断破壊を防止できる効果もあり、提案手法が耐震対策法として有効であることを示した。また、
(2)については、隅角部付近の地盤剛性を小さくすることで、トンネル部材の部材力や変形が低減で
きる可能性があることを示すとともに、改良範囲や地盤剛性低減率を変化させた場合の効果につい
て検証した。 
 
以上より、本論文は部材の破壊進展と構造物の不静定性を考慮した開削トンネルの耐震性能
の合理的な評価に関して、学術上、実際上寄与するところが少なくない。よって、本論
文は博士（工学）の学位論文として価値あるものと認める。また、平成３１年１月２３
日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果、合格と認めた。  
 
 
